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技術転換期における既存企業の適応行動

寺　畑　正　英

　技術転換期には、その製品を構成する主要な技術が入れ替わり、部品と部品の結びつき方が変わ
る。その結果、ドミナント・デザインが変化する。このような変化に対して、既存企業は、その認
識が遅れて、対応が後手に回ってしまうことがある。この原因として、製品アーキテクチャを的確
に把握することが難しいということと、技術の非連続性を認識する事が難しいことが挙げられる。
具体的には、新しい技術の革新性や代替可能性に関する評価が困難であり、本当に代替しうるの
か、あるいは代替するスピードはどのくらいの期間なのかを認識する事が困難であるということで
ある。さらに、製品アーキテクチャや新しい技術の重要性は、客観的に決まるものではなく、社会
的に構成されるということも理由である。そのため、既存企業は新しい技術の方向性を予測するこ
とが困難になり、対応に遅れてしまうのである。
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という見解である。既存企業は、経営資源を豊富
に所有している場合が多いため、研究開発に多く
の資源を投入することができる。したがって、新
しい技術への適応が容易であるという考え方であ
る。もう一つは、既存企業は、新しい技術の脅威
を過小評価するといった要因で、その転換に遅れ
るという見解である。いずれにしても、ここで一
番の問題となるのは、新しい技術に対する既存企
業の認識である。すなわち、既存企業が、新しい
技術をどのように意義づけ、どのくらいのスピー
ドで既存の技術に代替していくかということをど
のように認識するかということである。このよう
な認識を的確に行うためには、技術体系と顧客の
ニーズに対する深い理解が必要であろうと推察さ
れる。
本論文では、技術転換期に新しい技術体系を認
識する既存企業が直面する問題点について理論的
に考察し、それを的確に認識する企業とそうでな
い企業が分かれる要因について議論する。まず、
技術体系の認識に関わる議論について、既存の研
究を整理し、その上で企業が技術体系を理解する
上で必要な要因に関して議論する。

2.　技術体系の理解に関する議論

ある製品分野に新しい技術が現れたときに、そ
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１．はじめに

　本論文は、技術転換に既存企業が適応する行動
について、これまでの研究蓄積を詳細に検討し、
その成否に影響を及ぼす要因を整理するものであ
る。ある製品に関する中核的な技術が新しいもの
に転換する時、既存企業が新しい技術に適応する
ことは困難であることが指摘されている。その製
品に関わる技術体系について、すでにドミナント・
デザインが確立し、コンポーネントの技術や製品
アーキテクチャが安定していれば、関連する企業
はそれらの枠組みに従って技術開発や製品開発を
行っている。新しい技術が登場することによって、
それらの枠組みが変更されるため、既存企業はそ
の変化に適応することを求められる。
このような既存企業の適応に関して、大きく分

けると二つの見解がありうる。一つは、既存企業
は技術変化へ適応することが比較的容易であろう
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製品の変化や多様性、部品の標準化、製品の性能
向上、製品開発管理などに有益であると指摘して
いる。製品アーキテクチャをどのようにデザイン
するかという問題に関しては、大きく分けてイン
テグラル型とモジュラー型に分類している。イン
テグラル型とは部品と部品の結びつき方が多対多
となっており、複雑に絡み合っている。それに対
して、モジュラー型は部品と部品の結びつき方が
単対単になっている。モジュラー型の場合は個々
の部品を独立に認識することが可能で、インター
フェースを単純に認識することができる。技術開
発をする場合にも、生産活動をする場合にも、個々
の部品を独立にとらえ、それぞれの部品に関する
イノベーションを促進し、組織を分割することも
可能になる。
このように、製品アーキテクチャの議論によっ
て、製品という人工物を分解する方法を議論する
ことが可能になったといえる。しかしながら、あ
る製品を部品に分解する方法が必ずしも合意を得
られない場合が存在する。インターフェースの規
格競争は具体例となるが、コンポーネントの範囲
をどこまでが独立していると捉えるかという問題
は企業毎に解釈の余地が存在する場合がある。そ
の解釈の仕方によって、企業行動の成否が別れる。
Henderson and Clark（1990）では、製品アー
キテクチャの議論に関連して、イノベーションを
分類する軸として、コンポーネントのコア技術に
関する軸とコンポーネント間のつながり方に関す
る軸の二つを利用し、4分類を形成している（図
１）。彼女たちは、特に、コンポーネントのコア
技術を強化し、コンポーネント間の関連性を変化
させるアーキテクチュラル・イノベーションに注
目している。既存企業がこのタイプのイノベー
ションに適応する事に困難を感じているからであ
る。インクリメンタル・イノベーションは既存企
業のコア・コンピタンスを活用する「能力増強型
（Tushman and Anderson, 1986）」のイノベーショ
ンであるため、既存企業の地位を強化する。また、
ラディカル・イノベーションは既存企業の能力を
破壊するという意味で、既存企業に明確な危機感
を与える。それに対して、アーキテクチュラル・
イノベーションでは、既存企業が所有している

の技術がどのような意義を持ち、既存技術と代替
しうるのか、さらにどのくらいのスピードで代替
しうるのかということを認識することは、既存企
業にとっては困難な事が多い。なぜならば、これ
までの当該製品に関する技術体系のパラダイムに
慣れていると、新しい技術に関する評価を行う能
力が低くなるという可能性がありうるからであ
る。一方で、既存企業は研究開発に投資する余力
があるはずであり、新しい技術を発見することは
出来るはずであるが、その技術を正当に評価する
ことが出来ないという可能性もある。このような
既存企業による新規技術の評価や認識がなぜ困難
になるのかを議論するために、先行研究において
技術体系をどのように認識するべきであると考え
られているのかを整理する。
技術体系のような人工物をどのように認識する

かという問題について、古くは Simon（1969）の
議論まで遡ることが出来る。Simonは、人間によっ
て合成された人工物は複雑なシステムであり、階
層的な構造を持っていると指摘した。「複雑なシ
ステムにおける構成要素は全体機能に貢献する特
定の部分機能を遂行する（訳書、p. 201）」もの
であり、「かかる複雑な構造物をデザインするた
めの有力な方法の一つは、そのような構造物を、
多数の機能的部分に対応した半独立の構成要素に
分解する、適当な方法を見出すことである。（訳書、
p.202）」つまり、構成要素内は比較的緊密に結合
しているが、構成要素間は緩く結合するという方
法でシステムの複雑性を制御する、いわゆる準分
解可能性について議論し、人工物の階層的性質を
指摘した。これは、システムの様々な次元に対応
しており、全体と部分や、長期的な問題と短期的
な問題など、複雑なシステムを人間がデザインす
る方法として有力な方法であることを示してい
る。
その後の製品アーキテクチャに関する議論は

Simon のアイデアを継承している。Ulrich（1995）
では、工業製品における製品アーキテクチャを、
製品の機能を物理的な部品に割り振るスキーマと
して捉えている。製品アーキテクチャとは部品と
部品の結びつき方を表すものである。製品アーキ
テクチャをどのようにデザインするかによって、
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認識するプロセスはどのようになっているのだろ
うか。この問題に示唆を与えているのは、ドミナ
ント・デザインの形成プロセスに関する議論であ
ろう。Abernathy（1978）によると、産業の形成
期には、支配的な技術が存在しないため、プロダ
クト・イノベーションが数多く出現する。その後、
技術的な優位性を巡る競争の結果、ドミナント・
デザインが確定してからはプロセス・イノベー
ションが高い頻度で出現するようになる。プロダ
クト・イノベーションは製品としての性能を高め
るためのイノベーションであるが、製品に対する
技術が確立されるドミナント・デザイン成立以降
は、品質やコストを高めるプロセス・イノベーショ
ンが支配的となる。やがて、プロセス・イノベー
ションをも減少してくることによって、その製品
は固定期となり、産業が成熟していく。
ドミナント・デザインが出現するということは、
ある製品アーキテクチャが産業の主要プレーヤー
に共有されていることを意味する（Clark, 1985; 
Henderson and Clark, 1990）。製品の基本デザイ

個々のコンポーネントに関する知識の大部分は有
用であるが、製品アーキテクチャに関する変化だ
けを認識する事は困難であり、なおかつその知識
を構築することが困難である。アーキテクチュラ
ル・イノベーションは、既存企業の能力をそのま
ま活用できるわけでもなく、かといってそのイノ
ベーションの破壊力を理解しづらいため、既存企
業にとって脅威であるといえる。
このように、製品アーキテクチャに関する理解

とその認識方法の相違から発生する問題について
は議論が相当深まっている。アーキテクチャルな
知識は認識が困難なため、一度確立されてしまう
とそれを変更することが困難であると考えられ
る。そこで、既存企業がアーキテクチャルな知識
を確立するプロセスに関する議論を詳細に検討し
て、認識の固定性について考察する。

3.　ドミナント・デザインの形成と企業の認識

製品アーキテクチャや技術体系を個々の企業が

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1　 Henderson and Clark(1990) におけるイノベーションの分類

出所： Henderson and Clark (1990)、p.12 より筆者が作成
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えられる。
製品アーキテクチャに関わるような新しい技術
が登場することによって、ドミナント・デザイン
が変化するが、既存企業にとって、この変化を受
け入れることは困難になる。その理由は大きくわ
けると二つありうる。一つは新しい技術が旧来の
技術に代替しうるかどうかを評価する基準を構築
することが困難であるからである。もう一つは新
しい技術が既存の技術に比べて大きく異なる場合
には、その技術に関する能力を習得することが極
めて困難であるからである。そこで、この２つの
問題に関わる技術の非連続性について次節で詳細
に検討する。

4.　技術の非連続性

新しい技術の評価基準を企業が構築することの
困難は、多くの論文で指摘されている（Christensen, 
1997; Foster, 1986; Henderson and Clark, 1990;  
Tushman and Anderson, 1986）。これらの議論で
は、既存技術と新技術の間の非連続性に焦点をあ
てて、既存企業が新技術を評価することが困難で
ある理由を提示している。評価基準を決めること
が困難になる理由として、大きくは二つの要因が
挙げられている。一つは技術自体の優位性を測る
ことが困難であるということであり、もう一つは
新しい技術が市場に受け入れられるかどうかとい
う問題である。技術自体の優位性に関しては、新
しい技術のパフォーマンスが古い技術のパフォー
マンスより高いかどうかを客観的に評価すること
が難しいという問題だけでなく、コスト・パフォー
マンスの評価に関する困難も含まれている。市場
に受け入れられるかどうかという問題は、技術や
コスト・パフォーマンスに関する顧客の評価を指
している。企業は、技術の優位性だけでなく、市
場における顧客の評価も考慮しなければならず、
技術自体の評価と顧客の評価のコントロールが課
題になる。
新しい技術と旧技術の間にどの程度非連続性が
あるのかという問題は、既存企業の戦略や新しい
技術の担い手である新規参入企業の成否に関わる
ため、重要な問題である。しかしながら、これら

ンが確定し、コンポーネント間のインターフェー
スが固定化し、モジュール化などが進みやすくな
る。このように、基本的なデザインが共有される
ことによって、これまでとは異なった競争次元が
現れることになる。ドミナント・デザインの登場
により、プロセス・イノベーションが増加するが、
プロダクト・イノベーションを推進していたプ
レーヤーとは異なるプレーヤーが登場する可能性
があるのである。たとえば、モジュールの独立性
が高まることによって、部品レベルの製造業者な
どによって、イノベーションが行われるようにな
る。
このように、ドミナント・デザインの確立は競

争の在り方を変える事があるが、確立前後の変化
は、既存企業にとって、あまり大きな問題ではな
い。ドミナント・デサインの形成プロセスに関し
ては、通常、関連する主要プレーヤーが徐々にそ
の認識を形成している。さらに、個々の企業の認
識だけでなく、企業内の様々な利害関係者の認識
も徐々に形成されている。ドミナント・デザイン
形成時に起きている技術変化は、既存企業の能力
を活かせば十分に対応可能である（Tushman 
and Anderson, 1986）。このように、既存企業に
とって、ドミナント・デザインの形成プロセスで
発生する変化に適応する事は比較的容易であると
考えられる。
Abernaty らに従えば、ドミナント・デザイン

の確立後はプロセス・イノベーションが増加する
と考えられているが、プロダクト・イノベーショ
ンに関わる技術変化に関しては減少しているた
め、製品アーキテクチャに関わるような変化は少
ない。したがって、その点で既存企業の能力を活
かした戦略をとることが可能であるとも言える。
もちろん、プロセス・イノベーションはプロダク
ト・イノベーションとは異質であるため、その対
応に困難がある可能性はあるが、製品アーキテク
チャに関わるような戦略をとる上で既存企業の予
測が容易である。つまり、既存企業にとって、製
品の技術体系である製品アーキテクチャに関する
認識を変更することのない変化は対応が比較的容
易であるが、製品アーキテクチャに対する認識を
変更する必要のある変化は対応が困難であると考
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術が異なっている。つまり、既存の銀塩カメラの
メーカーにとっては、同じカメラであっても異
なった技術を利用した製品であり、デジタルカメ
ラに関わる技術を取得することは困難な可能性も
あった。しかしながら、実際には、多くのカメラ・
メーカーは銀塩カメラからデジタルカメラへの転
換をスムーズに行っている。このように既存企業
がまったく異なった技術にスムーズに転換してい
る場合に、この二つの技術を非連続的と捉えるか、
連続的と捉えるかは判断が難しい。
もちろん、これまでの技術の非連続性をどのよ
うに判断するかという問題に関しては、様々な先
行研究が存在した。たとえば、Foster（1986）で
あれば、既存の技術と新しい技術の関係性につい
て、S曲線を使って説明している。S曲線とは、
ある製品と製法を改良するために投じた費用と、
その投資がもたらす成果との関係を示すグラフで
あり、多くの技術はある程度の成長の後に、成果
が頭打ちとなることを示している（図２）。新し
い技術とは既存の技術を超えるような成果を示す
ようなものであり、新技術が市場に出現したばか

の技術自体の差異を客観的に計測する事は困難で
ある。技術の非連続性は、企業戦略に関わる現象
に限った場合、技術的性質の差異だけではなく、
それらの非連続的な技術に企業が対応出来たかど
うかによるものであるからである。たとえば、既
存企業が新技術に対応することが可能であった場
合に、新技術と旧技術の非連続性を仮定すること
が困難である。カメラ産業において、銀塩カメラ
からデジタルカメラへと変遷した現象に関して、
この二つのカメラの技術特性は、かなりの程度異
なっていると考えられる。また、顧客の立場から
考えても、銀塩カメラからデジタルカメラに移行
することによって、撮影と現像のあり方が根本的
に異なっており、同じ機能を発揮しながらも異
なった使い方をする製品だと認識されている。し
かし、企業の戦略的行動に注目すると異なった見
方ができる。銀塩カメラの場合、画像を記憶する
媒体がハロゲン化銀を含んだフイルムであり、そ
の性能を左右するものは光学レンズや機械的な技
術である。デジタルカメラの場合、中核技術は固
体撮像素子と電子的な回路であり、焦点となる技

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出所：Foster (1986) より筆者が作成

図 2　 Foster の S 曲線
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ての評価尺度を変更しないタイプのイノベーショ
ンで、このようなイノベーションにおいて既存企
業は引き続き主導的な役割を果たしていた。しか
し、破壊的イノベーションでは、既存企業はその
地位を奪われてしまう。注意しなければならない
のは、Christensen の取り上げている破壊的イノ
ベーションでは、技術的な面では、非連続性が確
認できないということである。技術的な面で既存
企業が対応出来ないわけではないにも関わらず、
新しい技術を利用した製品を投入する事に失敗し
ている。これは既存企業が新しい技術の評価を
誤った事によるが、その理由として、既存の顧客
を重視しすぎて、顧客層の変化や顧客の評価基準
の変化を見過ごしてしまうことが原因であると指
摘している。新しい技術に基づく製品は、Foster
も指摘しているように、当初は既存技術に基づい
た製品よりも性能が低く、既存の顧客による高い
評価を得られない。したがって、過小評価してし
まうという論理である。Christensen の指摘した
破壊的イノベーションの非連続性は、技術的な非
連続性ではなく、新しい技術を顧客がどのように
評価するかによって決まる非連続性であることを
指摘している 1。
これまでの議論からわかるように技術の非連続
性は、その客観的特性などによってわかるもので
はなく、それらの技術を扱う生産者や顧客など
様々なプレーヤーの解釈によって決まる。また、
非連続的な技術変化は必ずしもわかりやすいもの
ではなく、製品アーキテクチャや新規顧客の評価
基準など既存企業にとっては認識が困難な対象で
ある事が多い。したがって、新しい技術の非連続
性に関する共有された認識が成立するプロセス
で、非連続性を事前に予測し、行動を準備するこ
とは困難であると考えられる。このように、技術
変化を認識する事が困難である状況を分析する枠
組みとして、技術の社会的構成に関わる議論が一
定の貢献があると考えられる。

りの初期段階では既存の技術に劣るものの、その
後の努力投入によって、旧技術を上回る成果を出
すことを示している。このような新しい技術は全
く新しい知識基盤や技術体系に基づくために、既
存技術に基づいていたリーダーがその地位を奪わ
れることがあると述べている。Foster は新しい
技術が既存の技術を凌駕し、既存の技術に依拠し
た企業に脅威を与えていることを示している。
Tushman and Anderson（1986）では、非連続

的な技術変化について、既存企業の能力を活用で
きるかどうかに着目して、二つに分類している。
一つは既存企業の能力を破壊する技術変化であ
り、もう一つは既存企業の能力を高める技術変化
である。当然、後者の技術変化に対して既存企業
は対応することが可能であるが、前者の技術には
対応が難しい。その理由として、新しい知識やス
キルなどが必要となることを挙げている。製品技
術であっても生産技術であってもこれまでとは全
く異なった知識とスキルが必要になるからであ
る。また、このような新しい知識に対する対応が
遅れる背景として、既存企業が技術変化に影響を
及ぼす外部環境に対応出来ないという組織的問題
にも触れている。
Henderson and Clark（1990）では、その非連

続性を説明するうえで、既存企業の対応が困難で
あるアーキテクチュアルな知識の重要性を指摘し
ている。これは、コンポーネント・レベルでの技
術に非連続的な変化がなくても、コンポーネント
間のつながり方が非連続的に変化するイノベー
ションを指している。このような場合、既存企業
が対応することが困難な場合がある。それは、製
品アーキテクチャに関する知識を抜本的に変更す
ることが困難であり、それらに基づいた組織のあ
り方を必要としているからである。
Christensen（1997）らは、非連続的な技術変

化として、破壊的イノベーションの存在を指摘し
ている。彼らは、破壊的イノベーションの対比と
して持続的イノベーションの存在を挙げている
が、持続的イノベーションとは顧客が製品につい

１ Clark（1985）でも、技術変化と顧客の関係性について指摘しているなど、技術変化に対する顧客の影響力を指摘して
いる先行研究はいくつか存在している。
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5.　おわりに

本論文は、ある産業ですでに事業活動を行って
いる企業が新しい技術に適応する時にどのような
問題が発生しているのかを考察した。その製品の
中核を占める技術に新しい技術が登場することに
よって、このような変化に対して、既存企業は、
その認識が遅れて、対応が後手に回ってしまうこ
とがある。このように新しい技術に対して既存企
業が的確に認識できないという問題について、ま
ず、技術体系をどのように認識するのかというと
ころから検討した。
伝統的な枠組みでは、技術体系を階層性のある

システムとして理解するというとらえ方が支配的
であった。たとえば、全体の機能を部分に分解し、
それを階層的に統制するという準分解可能性は複
雑な人工物をコントロールする上で必要な枠組み
であった。これを具体的に議論したのが製品アー
キテクチャの議論である。しかしながら、これら
の枠組みを理解して、企業戦略につなげることは
困難であるという事例が散見される。製品アーキ
テクチャを的確に認識し、コアとなる技術が新し
い技術に変更されることによって、どのような影
響があるのかを企業が認識する事に失敗している
ことがある。これは新しい技術の影響力を評価す
る事の困難を示している。つまり、技術の非連続
性をどのように理解するかという問題になる。新
しい技術の革新性や代替可能性の程度、そして代
替のスピードについて、技術自体の論理だけでそ
れらが予測できるわけではなく、その技術に関連
する行為主体が様々な影響を及ぼし、その結果、
場合によっては必ずしも合理的ではない方向に技
術が発展するからである。ここまでが本論文で整
理したポイントであるが、今後の発展可能性とし
て、新しい技術の評価や技術発展の方向性が一意
的に決まらないという問題の展開を考えるため
に、技術の社会的構成に関わる議論について触れ
たい。
技術の社会的構成に関わる議論では、技術に関

する現象を決定論的ではなく、様々な行為主体か
らの影響によって決まるものとして捉えている。
これまでの技術変化に関する議論においては、技

術はそれ自体の論理で発展し、企業にとって技術
は外部環境であるという考え方が支配的であっ
た。しかし、技術の社会的構成に関する議論では、
技術の発展プロセスには多様な利害関係者の影響
があり、必ずしも一意的に進化の方向性が決まる
ものではない事を指摘している。
技術の社会的構成に関する初期の研究である
Bijker, Hughes and Pinch（1994）では、技術進
化のプロセスは選択淘汰のプロセスであると捉え
ている。つまり、技術進化は多くの変異型が発生
して、環境に対して適合する種のみが残り、それ
以外は淘汰されていくというプロセスを想定して
いる。この選択淘汰のプロセスに影響を及ぼして
いるのが多様な関連社会集団である。選択淘汰の
プロセスも必ずしも直線的ではなく、これらの社
会集団からの影響を受けて、複雑な経路を辿って
いるというのが、彼らの主張である。
かれらの技術進化観に基づくと、ドミナント・
デザインはそれまでに発生した様々な変異型の中
から選択淘汰された技術体系であると言うことが
できる。ドミナント・デザインに至る技術進化は、
技術体系の中に存在する論理で進化するものでは
なく、社会的に作られたものである。コンポーネ
ント自体の進化とコンポーネント間の関連性につ
いて、何度もトライ・アンド・エラーが繰り返さ
れ、ドミナント・デザインに到達する。これらの
ドミナント・デザインが形成されるプロセスで、
それぞれの技術の主導権を主張する各社会集団が
競合するが、最終的に支配的な技術が確立する時
に、必ずしも技術的優位性が高い技術が選択され
るわけではない。関連する社会集団の政治的な権
力によって優位性が決定する場合がある。
このように、技術の社会的構成は新しい技術が
支配的になるプロセスを分析する上で、有用な枠
組みを提供しているように思われる。ある技術が
支配的であるためには、必ずしも技術的な優位性
が必要なわけではなく、関連する行為主体の影響
力を考慮する必要がある。既存企業においても、
新しい技術を評価する上で、そのような政治的プ
ロセスも考慮に入れて評価をする必要がある。こ
の点に関して、技術の社会的構成に関する議論も
発展しており、今後の課題となる（MacKenzie 
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and Wajcman, 1999）。
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